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Ⅰ. はじめに

本稿では，Ｈ．チェスブローが提唱するオープンイノベーション論の新展開としてのオ

ープンビジネスモデルの理論を取り上げ，地球規模のイノベーション環境の急速な変化の

中で，企業がビジネスモデルのオープン化という視点を軸にして，現在そして将来的にど

のように戦略経営を展開し，進化の経路を切り開いていくかについて考察する。

Ｈ．チェスブローのOpen Business Models-How to Thrive in the New Innovation
 

Landscape-(2006) は，最初の著作Open Innovation -the New Imperative for Creat-

ing and Profiting from Technology-(2003) から３年後に出版された単著であり，この

間に地球規模でのイノベーション環境の変化は，産業及び知識の集積の多極化を背景とし

て，さらに加速化している。

オープンイノベーションのパラダイムは，世界規模の制度及び企業システムにおいて現

実のものとなり，企業の知的財産権のマネジメントをめぐる積極的な環境創造の戦略が大

きな争点になっている。著作の題名にある通り，イノベーションを主導する企業にとって，

ビジネスモデルのオープン化が新たな競争優位性の構築の鍵になるという現実が生まれて

きている。そのために，企業の能力形成をめぐる組織戦略の本質的な側面に焦点が当てら
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れる。

本稿では特に，オープンソース・ソフトウェアを組み入れたオープンビジネスモデルが

より一般的な仕組みに変化していく現象に着目して，オープンソース型のオープンビジネ

スモデルという視点から考察を行うことにする。

以下の第２節では，オープンビジネスモデルの理論に関する構図と枠組みについて考察

を行うとともに，最近の関連する研究動向を踏まえた分析を行う。第３節では，オープン

ソース・ソフトウェアのオープンビジネスモデルに関する研究を取り上げ，オープンソー

ス型の特質をもつオープンビジネスモデルについて戦略経営としての発展可能性の視点か

ら考察を行う。そこではまず，Ｊ．ウェストなどによるオープンソース・ソフトウェアの

オープンイノベーションの研究に関する考察を行い，次にオープンソース型のオープンビ

ジネスモデルの発展について私見を述べたい。第4節では，むすびとして今後に向けた研

究動向に関して考察を行うことにする。

Ⅱ. オープンイノベーションからオープンビジネスモデルへの新展開

オープンイノベーション論は，現在，新しい展開を見せつつある。デジタル化とグロー

バル化が本格的な段階に入り，あらゆる企業は現在世界がフラット化する状況に直面し，

イノベーションのあり方は，本質的にオープンであることを前提にし始めている。このよ

うな現象は，Open Innovation -the New Imperative for Creating and Profiting from
 

Technology - (2003)が執筆された時期からさらに加速しており，研究分野として確立し

新たな発展期に入ったと考えられる。これは，技術経営の最前線でオープン化の壁を克服

しようとする実務家にとっては記念碑的な著書であり，その後のグローバル化しフラット

化する世界での技術経営の航路図を正確なビジョンとして示した。この研究は，既存のイ

ノベーション研究の蓄積の上に，主として情報通信技術産業でのオープンイノベーション

戦略をいかにして成功させることが可能かを緻密な事例に依拠しながら理論化し，企業内

でのイノベーション過程を中心とする既存の研究の限界を脱却する理論を提供した。

Ｈ．チェスブロー編著Open Innovation -Researching a New Paradigm-(2006) は，

米欧の多国籍の研究チームによる共同研究の成果として刊行され，情報通信技術の進化の

経路を組み入れた企業のイノベーションのオープン化に関する理論パラダイムは，技術経

営論の分野において急速な発展を見せることになった 。この編著書の骨格となるアイデ

アは，序言を執筆したＤ．ティースによる経済学的な戦略経営論の研究に依拠している。

PFI(Profiting from Innovation)理論はその中心を為している。この編著書は，細分化し

た専門領域で才能を示す15名の研究者の手によるものであり，各々のテーマはPFI理論
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に依拠している。

Ｈ．チェスブロー他は，技術的イノベーションのためのビジネス環境は，Ｄ．ティース

のPFI理論の原典である“Profiting from Technological Innovation:Implications for
 

Integration,Collaboration,Licensing and Public Policy”,(1986) の刊行後，以下のよう

な変化が観察されると指摘している 。それはグローバル化しデジタル化が進行する世界

では，イノベーションが企業発展の鍵となる主要な要因が大きく変化してきていることを

意味する。

・（大規模企業，小規模企業であれ）発明を行う企業が機能するイノベーション・システ

ムは，新しい金融市場の開設及びベンチャーキャピタルの増加に伴い，劇的な変化を

遂げつつある。より広い視野から見れば，必要な仲介市場が存在する限り，企業がイ

ノベーションから利益を得るために補完的な資産はそれほど重要ではなくなりつつあ

る。

・企業は，グローバル経済のますます相互連携されていく性質のために，世界中のどこに

ある企業でも補完的な資産をもつパートナーを確認し，同時に複数の市場で自らのア

イデアを商業化することがより容易になってきている。ベンチャーキャピタルの普及，

及び，相対的に早い段階での技術市場の出現によって，重要なイノベーションを保有

する企業は，自社の技術を販売するかライセンスするか，或いは，資本市場で株式を

売却することにより利益の獲得が可能になった。

・オープンイノベーションへの動きは，新技術のソーシング及び展開の両面における小規

模企業とのパートナーシップによって大規模企業のオープン性を増大させた。

・これらの要素のすべてが，技術的イノベーションから最もよく利益を獲得する方法につ

いて考察する際に，企業が直面するオプションの数を増加させることに貢献している。

・以上の結果として，企業は，提携の構築，新しい開発コミュニティへのアクセス，或い

は，知識の外部的な源泉による効果的なソーシングなどを通じて，地球規模での補完

性を構築する方法を発見する必要が出てきている。

Ｈ．チェスブローのオープンビジネスモデルの理論は，Ｄ．ティースのPFI理論に基

づいて，事象の根底にある原理原則を理解する一貫した視点を提供している。Open Busi-

ness Models-How to Thrive in the New Innovation Landscape-(2006)は，ビジネス

モデルのオープン化の過程をダイナミックに管理するための企業の組織能力にテーマを収

斂させ，戦略経営論として展開している。これをオープンイノベーション論のフロンティ

アとして位置付けた上で，ビジネスモデルのイノベーションが企業発展の鍵になると論じ
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ている。

Ｈ．チェスブローが述べるビジネスモデルの提供する機能とは，以下に示す通りであ

る 。これらは，Ｒ．ローゼンブルームとの共著論文“The Role of the Business Model in
 

Capturing Value from Innovation:Evidence from Xerox Corporation’s Technology
 

Spin-off Companies”で最初に記述されている。すなわちそれらは，

・価値提案を明確化する。

・市場セグメントを識別する。

・製品・サービスを生産し，流通するために必要なバリューチェーンの構造を定義し，バ

リューチェーンの中での企業のポジションを補完する資産を決定する。

・選択した価値提案と価値連鎖における企業の収益獲得の方式の特定と製品製造のための

コスト構造と潜在的利益を評価する。

・サプライヤーと顧客を連携するバリューネットワーク内での企業のポジションを記述す

る。

・競合他社に対する優位性を維持するための競合戦略を明確化する。

Ｈ．チェスブローは，企業のオープンビジネスモデルの競合企業による模倣困難性に着

目することで戦略経営論として展開している 。そこでは IBM 型の確立した大規模企業

でのオープンイノベーションが，歴史的なモデルとなっている。ビジネスモデルのオープ

ン化は，企業がもつ複雑で体系的で有機的な組織能力の実行に基づくことによって初めて

可能になる。その移行過程においては独自の経営ビジョンをもつ経営者層による継続的な

強い関与が求められる。しかもそれは企業間で相互依存するビジネスモデルの中で形成さ

れ意味をもつために，外部主体との連携戦略のアーキテクチャーそのものの正当性が常に

問われることになる。

Open Business Models -How to Thrive in the New Innovation Landscape-(2006)

の理論構成からも分かるように，ビジネスモデルをオープン化すること自体がもつ有機的

な複雑性については，以下のような各分野で研究が進められている。

① ビジネスモデルのオープン化の移行を実現化する企業の組織能力

② 外部の技術ライセンス市場の活用

③ 大学からのイノベーション源泉の活用

④ オープンソース・ソフトウェアの開発とオープンイノベーション
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これらはいずれもOpen Innovationのパラダイムとの関連において固有の研究分野で

あると同時に各々が融合領域にあり，先端科学の分野との関連性をもっている。またオー

プンイノベーションのパラダイムをめぐりモジュール化した研究領域が発展する図式にな

っており，最新の研究動向を組み入れながら発展している。このような企業及び多様な組

織領域の間でのイノベーション活動への研究分野のシフトは，最近の戦略経営論の新しい

次元の潮流である。

①のビジネスモデルのオープン化を実行する企業の組織能力の形成は，Ｄ．ティースの

動態的能力 の概念の発展型であり，組織間と組織内の戦略過程を統合する組織能力とし

て研究が進められている。例えばＪ．ヘラルド，Ｃ．オライリー，Ｍ．タッシュマンによ

る研究 を挙げることができる。②については，Ｕ．リヒテンターラーの研究 などが重

要である。③はＦ．Ｔ．ロサーメルなどのサーベイ論文 に詳しい。④については，Ｊ．

ウェストらによる研究 が重要であり，第３節ではこれに焦点を当てて議論を展開する。

これらは本質的には，Ｈ．チェスブローの研究の影響を受けて，IBM 型の組織変革の

方法，或いは，知的財産マネジメントの転換の影響をモデル化において捉えている。また

この著作の中のインテル，P&G，クォルコム，等の事例においても IBM の変革との本質

的な部分での共通性が観察されている。これまで見てきたことは，知的財産の管理を軸と

するビジネスモデルのオープン化が，今後の戦略経営論の鍵になることを示唆している。

Ｈ．チェスブローは，「イノベーションにおける次のフロンティアは，ビジネスモデルを

オープン化することである 。」と指摘しているが，そのことは理論の本質を突いている。

ビジネスモデルのオープン化は，商品及び技術のライフサイクルの短縮化，イノベーショ

ンへの投資の大規模化，などイノベーション環境の急速な変化を背景としている。

例えばＨ．チェスブローとＤ．ティースの共同による中国における半導体企業のオープ

ンイノベーションに関する研究によると，模倣者或いは知的財産権の侵害者にとっての困

難は，価値連鎖のあらゆる部分に存在し得るとともに，半導体の設計のためには益々複雑

な技術が要求され，設計の模倣は非常に困難になってきており，リバース・エンジニアリ

ングはあまり現実的ではなくなっているという 。このような技術の高度化の中で，ビジ

ネスモデルのオープン化をいかに実現できるかが，企業の戦略経営における鍵になってく

るのである。

私はOpen Business Models -How to Thrive in the New Innovation Landscape -

(2006)の研究には，以下のような特徴があると考えている。

①ビジネスモデルの枠組みを知的財産権の管理に関する幅広いオプションとの関連で柔軟

に位置付けており，ビジネスモデルの設計の背後のプロセスにも分析の視点を入れて，
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オープン化の過程についても考察している。

②システム的なアーキテクチャーの設計，要素技術の新結合，知識間のブレンディング，

デザイン要素の結合，など，水平統合型のプラットフォーム戦略に着目して，ビジネ

スモデルのイノベーションに関する発展の設計図を考察している。

③情報通信技術の産業でのビジネスモデルのオープン化の成功モデルが，デジタル化とグ

ローバル化の動きの中で他の産業分野にも普及し，個別の企業のビジネスモデルのオ

ープン化のノウハウの蓄積が，実務家にとって重要な課題になりつつあることを前提

として，現実の変化を理論研究の発展に結び付けている。

Ｈ．チェスブローの見方は，イノベーション環境における劇的で非連続的な変化を透徹

した視点から分析し，企業間での連携戦略による機動的な対応について，ビジネスモデル

と知的所有権のマネジメントを中心にしながら優れた問題解決策を示している。知的財産

権のマネジメントをめぐる諸制度の進化的な変化，異なる立場の国家の産業政策の動向と

の複雑な相互的な連関の中で，企業の適応戦略についても理論化しようとしている。企業

の側からの知的財産権のマネジメントに関する積極的な環境創造のための戦略的な働きか

けは，この分野での議論の争点になってきている。特に専有可能性の制度のバランスの問

題は，現在世界規模の社会対話によって解決が模索される先端領域にあり，このパラダイ

ムは世界規模での制度変革として具体的に現実に反映されている。

Open Innovation-the New Imperative for Creating and Profiting from Technology

-(2003)は，米国を中心とする情報通信技術産業の産業集積でのイノベーションの飛躍期

に形成された経営パラダイムであった。これに対してOpen Business Models -How to
 

Thrive in the New Innovation Landscape-(2006)では，営利と非営利，ビジネスとサイ

エンス，先進国と新興経済国など，異なる局面にある多様な領域間の融合を活動の場とす

る企業が介在するビジネスモデルのイノベーションを対象とした理論的な構図をもつ。こ

のことは，先進国と途上国の間の経済協力における企業間のモデル化にも繫がってくる。

それは米国経済が中心となるイノベーションの制度的な支配が，多極化する知識の集積の

ネットワークにおいて変化する傾向を捉えようとしている。例えば，ある調査報告によれ

ば，中国の大学の研究者によるナノテクノロジー分野での論文の被引用数は米国に継いで

第２位であり，世界の科学論文の出版のシェアでは第５番目の主導的な国として評価され

ている 。

オープンビジネスモデルの視点では，多様な地域文化を超えた専門家のコミュニティ間

での共同的なプラットフォームの形成を特徴的な先端領域としている。その範囲は，行政

及び公共的な領域から大学でのオープンサイエンス，情報通信技術産業における伝統的な
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大規模企業におけるビジネスモデルの変化などまでを含んでおり，企業の社会責任の領域

との関連性も大きい。イノベーションからの収益獲得という命題を非営利組織を含むビジ

ネスモデルの相互依存性の中に組み入れる実践的な研究課題を示している。戦略経営論と

しての特徴は，異分野の異質な知識や技術の間の融合及び結合，そしてイノベーションか

らの収益獲得のためのビジネスモデルのオープン化に焦点を絞って，企業の能力の構築に

関する議論を展開しているところにある。

Ⅲ. オープンソース型の特質をもつオープンビジネスモデルに向けて

⑴オープンソース・ソフトウェアのビジネスモデルの研究

オープンソース・ソフトウェアのビジネスモデルは，オープンイノベーション論におけ

る戦略的なテーマとして研究されている。Open Business Models-How to Thrive in the
 

New Innovation Landscape-(2006)では，オープンソースのビジネスモデルとして IBM

での顧客企業によるリナックスや JAVAなどのオープンソース・ソフトウェアと IT基

盤の他の要素との統合を支援することで収益を獲得する事例，及び，企業が自社の知的財

産の一部をコモンズに寄贈し，他社が特許侵害の心配なしに技術を実施できるようにする

ことでイノベーションを促進する事例などが取り上げられている 。

IBM は，ビジネスモデルのオープン化を通じて組織変革のモデルを提供し，ICT（情

報通信技術）サービスの先駆的なイノベーターとして進化を遂げた伝統的な大規模企業で

ある。IBM でのオープンソース・ソフトウェアのビジネスモデルは，先行的な技術経営

モデルとして紹介されており，リナックスを組み入れたビジネスモデルを構築することで，

ソフトウェア産業における知財革命の一翼を担った 。ICT（情報通信技術）サービスへ

の転換を通じて，イノベーションのための仲介企業としての先駆的な方法論を生み出すこ

とに成功した。チャンドラーモデルの象徴でもあった IBM という垂直統合企業が，ビジ

ネスモデルのオープン化を遂行し，ビジネスモデルのオープン化のためのイノベーション

の仲介企業となり，そのような企業をさらに輩出している。

このように見ると，ビジネスモデルのオープン化には，オープンソースのビジネスモデ

ルの進化的な発展という本質的な意味が強く含まれていると考察できる。ビジネスモデル

のオープン化とは，オープンソース・ソフトウェアのビジネスモデルに本質的な特徴が見

られる企業の進化的な過程として理解することができる。それは，オープンイノベーショ

ンにおける知的財産のマネジメントの変化，組織形態の進化などの研究に示唆を与える分

野であり，営利と非営利の分野でのイノベーションの融合，オープンサイエンス，オープ

ンスタンダードなどの分野との関係について考察する上でも有効な研究分野である。

249

オープンビジネスモデルに関する一考察

第40号（2008）



最近，Googleは，オープンソース・ソフトウェアの開発者を取り込むことで，無料ソ

フトの開発と提供のサービスに参入している。インターネット検索エンジンという事業領

域を基盤として，地理的な位置を超えた開発者コミュニティを結合しながら，マイクロソ

フトなど既存のソフトウェア産業の企業への優位性を獲得する戦略を打ち出している。オ

ープンソースの思想を背景として，世界規模での専有可能性の制度の弱化の傾向とビジネ

スモデルのオープン化の戦略とを巧みに結びつけている。

オープンソース・ソフトウェアはソフトウェア産業の成長分野であり，リナックスOS

に代表される。オープンソース・ソフトウェア及び共有された生産が低コストであること

は，ソフトウェア企業における専有化によるビジネスモデルに対して再考を促している 。

そこでは組織の枠に収まらない草の根的なイノベーターのコミュニティを距離を超えて制

御し統治することの難しさが，通常の産業でのイノベーション過程との大きな相違になっ

ており，そのためには新しい管理スタイルやシステムが必要となる。そしてこれらの考察

を通じて，より未来志向のイノベーション論を展開することが可能になる。

Open Innovation-Researching a New Paradigm-(2006)の編著者の一人でもあるＪ．ウ

ェストなどは，確立した大規模企業が，オープンソース・ソフトウェアの開発を組み入れ

たビジネスモデルを戦略的な梃子として位置付け，これをいかにして実行するかといった

視点からオープンイノベーションの新しい局面を理論化しようとした 。そしてオープン

イノベーションを実行する企業は，1)内部的なイノベーションの活用の極大化，2)外部的

なイノベーションの企業への取り込み，3)企業を支援するための外部的なイノベーション

の供給の動機付けの三つの点において経営上の挑戦に直面していると論じる。そしてオー

プンソース・ソフトウエアのビジネスモデルもこれに適合していると論じる。

Ｊ．ウェストなどによれば，オープンソース・ソフトウェアは，共有された技術を生み

出すためにソフトウェアの研究開発を共有するための，企業，供給者，顧客，関連製品の

製造者の間の協働を含んでいる 。オープンソース・ソフトウェアは，技術を使用するた

めの共有された権利，技術の共同的な開発が含まれており，共有された技術の実行を特徴

としている 。動機付けのための開放的な企業文化など，新しい仕事の仕組みの創造は重

要な要因である。企業にとっては，投資を正当化するために経済的な収益を獲得すること

が求められる。

これらの議論に基づき，Ｊ．ウェストなどは，オープンイノベーションを導いた商業的

な適用を伴うオープンソース・ソフトウェアのプロジェクトを詳細に分析し，オープンソ

ース・ソフトウェアの開発研究所の主体や動機付けについて分析して類型化を行ってい

る 。Ｊ．ウェストなどの理論的な研究とＨ．チェスブローのオープンビジネスモデルの

理論には，内在的な結合が見られ，オープンソース・ソフトウェアの開発を組み入れたオ
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ープンビジネスモデルを通じて，大規模企業の組織変革と動態的能力の構築に結合しよう

とする視点がある。それは，Ｃ．クリステンセンがハードディスクの小型化を進める小規

模ベンチャーを破壊的イノベーションの研究事例として選択したように，特異な現象の探

求によってイノベーションの変化のパターンを理論化する試みとして理解することができ

る 。

Ｌ．ダーランダーなどは，情報通信技術のイノベーションは，企業が情報伝達を行い協

力し調整する方法に影響を与えたが，以下の理由によりソフトウェア産業自体にも影響を

与え，イノベーティブな仕事をより大きな分業を伴って組織化するための新しい形態をも

たらしたと分析する。すなわち⑴電子的な方法により限界的なコストでの製品の複製が可

能になった。そこでは生産費は掛からない。⑵電子的な変換により限界的なコストで製品

の輸送の実現が可能になった。そこではロジスティクスのコストはほとんど掛からない。

⑶新しいソフトウェアの使用が可能な一般的にインストールされたハードウェア基盤が存

在する。それは互換性の問題の発生をより少なくする 。これらはオープンソースの開発

の活性化をもたらし，地理的な位置を超えた開発者コミュニティの結合，消費者コミュニ

ティの影響力の拡大に繫がったと考えることができる。

Ｊ．ウェストなどによる研究 は，これらの問題と関連して，地理的な空間の距離の問

題と技術者のコミュニティ及びユーザー・コミュニティの強さの問題を組み合わせている。

そしてビジネスモデルのオープン化を軸に相互に依存し作用し合うビジネスモデルの境界

領域，及び，企業の外部での行為主体のダイナミックな活動領域を広い視点から示してい

る。自社のビジネスモデルを周囲と隔絶したまま決定することは不可能であり，ビジネス

モデルは，顧客によって認識された価値に依存するだけでなく，供給者，競争者，顧客，

補完者にも依存しているからである。

Ｊ．ウェストなどは，ビジネスモデルそのものがもつ特質の変化を理論枠組みの拡大の

中で，高次の機能に焦点を当てて分析を行い，ビジネスモデルの次元が地理的な次元と企

業間の関係性の次元の双方に基づきながら，高度化を遂げていくメカニズムに関して理論

的な視点から考察を行っている。ビジネスモデルがオープン化を遂げながら，グローバル

な地域の集積の中で相互に連携を深めていくネットワークマネジメントに関して理論的な

研究を進めているが，これは企業でのビジネスモデルのオープン化の現象をよりマクロの

視点から見るための理論的な基礎を提供している。この研究は，暗黙知と形式知の相互作

用による，組織的な知識創造の理論とイノベーションの普及の理論に関わっており，異質

性と距離性の結合をグローバルな仕事の共同体の構築という視点から考察しようとしてい

る。

このようにＪ．ウェストなどの研究に依拠することによって，全体としてオープンソー
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スのビジネスモデルと地球規模でのビジネスモデルのネットワークマネジメントをうまく

統合して説明することができる。そしてオープンソースの開発の手法とイノベーションか

らの収益獲得が両立可能な企業での知識環境，及び，イノベーションの民主化の価値の伝

搬が，地球規模で生じつつあることを理解することができる。そしてこのような環境の中，

知的財産の専有化の傾向が進む一方で，オープンソースによる技術の無料化（自由化）の

動きが生じている。

Ｌ．ダーランダーなどによれば，オープンソース・ソフトウェアとは，通常，金銭的な

補償を全く受けない個人から構成される地理的に分散化したコミュニティによって発展さ

せられたオープンイノベーションの極端な事例である。オープンソース・ソフトウェアは，

様々な種類の製品を開発するために組み込み型の装置にインプットとして用いることが可

能であるが，それは新しいソフトウェア或いはサービスを開発するために使用することが

可能である。そして新しい情報通信技術の導入が，オープンソース・ソフトウェアの活用

を通じて，ソフトウェア産業におけるイノベーションの組織化をいかにしてもたらしたか

について，開発者コミュニティのソーシャルネットワーキングの視点から分析している 。

Ｊ．ヘンケルなどのリナックスのオープンソースのビジネスモデルに関する研究 に見ら

れるように，ビジネスモデルの中でイノベーションをオープンにする部分とクローズドに

する部分との間のバランスをいかにして取るかという戦略的な課題が重要になる。

Ｊ．ウェストなどによれば，オープンソースにはオープンイノベーションを可能にする

多数の要因が存在し，オープンソースの特徴が，他の形態のオープンイノベーションのた

めの前提であるかどうかを考察することができる。そしてオープンイノベーションを定義

する試みは，ソフトウェアに特定的なこれらの特徴を超えている 。それらは以下のよう

なものである。

・イノベーションを組織化する方法としてのプールされた研究開発及び組織間での協働を

可能にする仮想的なチームの実現可能性。

・組織を横断するそのようなチームによるオープンな文化。外部のイノベーションに向け

たNIH(Not Invented Here)症候群の克服，及び，内部的なイノベーションを支配す

る「宝石を戴く王様」のような態度の克服。

・部品或いはコンポネントの外部での製造を可能にする技術と製品のモジュラー化。

・協働を促進する公式的な知的財産の制度。

・効果的なオープンソースの協働のための経済的な必要条件。

・オープンソースプロジェクトの停止：いつどのように終えるか。
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これらに加えて，・user toolkitsなどに見られる補完的資産の寄付及び供与，或いは，

ライセンシング，・研究所からスピンアウトする技術の知的財産の活用の仕組み，などが

挙げられている 。これらは組織における協働の仕組みのあり方に与える影響も大きく，

そこではオープンであることが，組織デザインの決定における本質的な要素になっている。

Ｊ．ウェストなどの研究の考察から，オープンソース・ソフトウェアのビジネスモデル

には，以下のような諸要因が多次元的に関連していることが理解できる。それらは，①問

題解決のコードとしての技術の公共財化の動き，②地球規模での社会問題の解決のための

協働の高まり，③ソフトウェア産業を始めとする専有的なビジネスモデルの修正への動き，

④知識集積の多極化と外部のイノベーション市場の発展，⑤地球規模での開発者コミュニ

ティの連携，⑥主要な行為者としての消費者コミュニティのパワーの拡大，などである。

次にこれらを踏まえて，オープンソース型の特質をもつオープンビジネスモデルの発展に

ついて考察することにする。

⑵オープンソース型の特質をもつオープンビジネスモデルの発展

ここではこれまでの議論に基づき，オープンソース型の特質をもつオープンビジネスモ

デルの発展可能性についての考察を行う。

オープンソース・ソフトウェアに見られる問題解決のためのコードの開発は，ソフトウ

ェア産業に象徴的な内容を含んでいる。オープンソース戦略に責任をもつチーフオフィサ

ーの職位を創造し，世界中にオープンソースのセンターの投資を行うことで，オープンソ

ースのモデルに向けて先行的な姿勢を取ってきた IBM の事例は，特徴的である 。その

一方でデジタル化とグローバル化の進行と連動するクリエイティブ・コモンズの世界的な

共有化の動きは，様々な領域で知的財産権の意識的な共同利用を促進し，非営利領域での

研究開発との融合及びその洗練をもたらす傾向がある。オープンソース・ソフトウェア，

オープンサイエンス，オープンスタンダードといったオープンイノベーションをめぐる三

つの領域は，相互に融合し連動し合うことを通じて，ビジネスモデルのオープン化を導く

主な要因になっていくと考えられる。オープンソース型の特質をもつオープンビジネスモ

デルは，情報通信技術産業の枠を超えて発展していくものと考えられる。このことは企業

体としての継続性の問題と個人の創造性の発揮の仕組みに関わる問題を含んでいる。

オープンビジネスモデルは，それ自体が複雑で有機的なシステムであり，企業における

模倣困難性の源泉である。企業が地球規模で連携戦略を行いイノベーションから収益を獲

得する源泉は，多極化と周辺的な知識基盤とのネットワーク化の中で相互に依存し価値創

造を連鎖的に行うオープンビジネスモデルを構築することである。企業にとって特定の技

術の専有化が継続的な収益の源泉となる時代は終わり，ビジネスモデルをいかにオープン
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化するかが競争優位性の源泉になる時代が到来しつつある。

オープンイノベーションからオープンビジネスモデルへと焦点が移行するにつれ，企業

によるイノベーションの供与及び寄付が，むしろ優れた戦略上の梃子をもたらすようにな

りつつある。それらは，オープンソースのビジネスモデルがもたらす重要な影響要因であ

る。消費者コミュニティがもつパワーは，企業のシステム的なイノベーションの創造にと

って正当性の源泉として位置付けられ，問題解決のためのソースコードはさらに公共財的

な価値の側面を増大していくことになるであろう。ビジネスモデルのオープン化を支援す

るイノベーションの仲介企業の発生は，このような方向と合致している。それらはいずれ

も IBM 型のモデルを中心としておりその原点になっている。ある種の急進的な発明は，

公共的或いは準公共的な財であるような補完的資産を必要としており，それらはインター

ネット関連の分野に代表される 。現在Googleが台頭しつつある背景はここにある。

オープンソース型の特質をもつオープンビジネスモデルとは，イノベーション戦略にお

ける技術の公共性の領域の拡大と文化及び地域の多様性への対応及び問題解決能力に関す

る基盤的な方法論の導入に関係している。ユーザー・コミュニティの活用の側面と専門家

集団によるバーチャルな創造的な組織の発達は，オープンソース・ソフトウェアの開発と

ビジネスモデルのオープン化をめぐるイノベーションの中で継続的に確認されている。

地球規模での社会基盤の共有化の上で企業のイノベーション活動が持続し，自由な競争

が可能になるという価値認識に依拠した段階でのグローバルなオープン化の時代を迎えつ

つある。オープンソースのビジネスモデルは，草の根のラディカルな創発性を組み入れた

手法として，例外的で特異な現象の段階から，管理の手法とスタイルの一般化を含めて，

何れの企業にとっても積極的に関与すべきビジネスモデルのオープン化のプラットフォー

ムとして進化していく傾向が生じている。

知的財産の専有化の仕組みがイノベーションからの収益獲得における焦点であった段階

から，それらが共有された見えざる仕組みに組み込まれる技術的な能力の段階への移行が

急速に進行しており，それらは何れも普遍目的型のシステム的なイノベーションの共同的

な開発と実行に関わっている。そしてこのような技術は地球規模の問題解決そのものを目

的にする傾向がある。地球環境問題の急速な顕在化は，それらのイシュー化の最大の要因

として捉えることができる。

既に様々なメディアで紹介されているように，シリコンバレーでの産業集積の進化は，

ITを主体とするものから，それらを投資の財務的な源泉とした環境・エネルギー技術，

エコカー，バイオテクノロジーなどの分野へとシフトする傾向が見られる。そこではＧ．

ピサノが，Science Business -The Promise,The Reality,and The Future of Biotech-

(2007) で指摘したイノベーションからの収益獲得のための金融の制度のイノベーション
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が，ITを超える複合領域において真剣に模索されている。

イノベーターは，知的財産権の大部分を専有化するリスクを回避した上で，技術の公共

性をもつイノベーションをオープンサイエンスの場と関連させる手法によって発展させ，

オープンソース型の開発手法を迂回的な戦略経営として展開し始めている。オープンイノ

ベーション戦略の対象となるビジネス領域は，グローバルな社会基盤に関わる公共性の度

合いの高い分野に強く関わる傾向が高く，知的財産権の専有可能性の範囲を抑制する社会

的な圧力が機能する傾向がある。このことと関連して，Ｒ．ネルソンは，「自動的なクロ

スライセンスが，ほとんどの企業及び組織の利益になる技術分野が十分に存在しており，

より強くより幅広い知的所有権があれば，より素晴らしい技術進歩がもたらされるという

思想を弱める諸力が機能している 」と指摘している。

知的財産権の専有化がイノベーションの普及と促進に与える負の影響に関する問題は，

セキュリティ，製品コスト，環境負荷，サイエンスの共有化などの問題とも相まって，今

後さらに拡大していくことであろう。中国での半導体産業の発展の中でのオープンイノベ

ーションの進展に見られるように，知的財産権のマネジメントの制度を捉える視点には，

根本的な変化が進行しつつある。社会基盤に関わるイノベーションに先行する企業が，知

的財産権の専有性において，過度の独占を主張することが，環境問題，民主化，知識学習

の格差など，グローバルな社会経済の不安定要因になることが議論の前提とされるように

なってきている。

これらの特徴は，Open Business Models -How to Thrive in the New Innovation
 

Landscape-(2006)における IBM，インテル，クォルコム，など，オープンイノベーショ

ンをめぐる事例の捉え方の段階的な変化の中に観察することができる。いずれの場合もイ

ノベーションの普及の加速化において主導権を掌握し，収益源となるコア技術の周囲にエ

コシステムを構築する典型的な企業成長モデルを提示している。クォルコムの場合，携帯

電話の開発企業は，クォルコムの技術と関連するプログラムを中核部分として購買する必

要がある。その専有可能性は，インテルなどの事例に比して弱化しており，一企業による

知的財産の独占が忌避される傾向はさらに増大していく。

またソフトウェア分野の領域を超えて，オープンソースによる技術的なプラットフォー

ムの共同的な開発，研究開発のプール化，消費者を巻き込んだコミュニティの基盤に基づ

いた研究開発は，オープンイノベーションの進化における深奥領域で進行している。オー

プンビジネスモデルへの焦点の移行は，その中で生じつつある現象として見るべきであり，

そこには知的財産権のマネジメントの広い視点からのバランス化の問題が直接的に関わっ

ている。グローバルな地域間のプラットフォームの構築のための協働とパートナ―シップ

は，オープンイノベーションのパラダイムの共有化を進める中で実現化することが可能に
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なっている。

既存の大規模企業でのビジネスモデルのオープン化は，経営倫理の枠組みと社会的責任

の重大性に基づき，より抜本的な内容のものが求められるだろう。企業の連携戦略の形成

を含めた，よりマクロのイノベーション・システムを構成する企業間の集合的な戦略にも

関係が大きいと考えられる。これとの関連で企業の外部の技術市場においては評判が欠点

を克服する機能を果たすことなども研究されている 。

IBM からパソコン事業を売却されたレノボは，2008年の新型Think Padの研究開発及

びデザインを行う際に，多国籍の研究開発者のコミュニティを活用してイノベーションの

ためのビジネスモデルのオープン化を戦略的に実行している 。最先端の知的財産権の管

理を軸にしながら，研究開発のプラットフォームにおいて，日米中の地域の多元的な知識

価値のブレンディングを実行し，さらに消費者コミュニティをイノベーションの駆動力と

して組み入れて，ノートパソコンのスリム化及びブランド化を加速している。日米中の国

境を越えた研究開発のスキルの普及と伝搬により，ビジネスモデルのオープン化のノウハ

ウを共有化していく事例として理解することができる。

日本の製造業企業における途上国への中核的技術の供与による長期的な取引の確保など，

先進国での企業戦略は，オープンソース・ソフトウェアのビジネスモデルと同様に，技術

の寄付がもたらす顧客コミュニティからの信頼獲得，及び，そこから派生する周縁の技術

を補完的資産として位置付けた収益獲得のための新たなビジネスモデルの展開を戦略的に

意図するものである。

IBM を中心としたオープンイノベーションの最大の受益者であったマイクロソフトな

どのイノベーターもまたビジネスモデルのオープン化に向けて大きく舵を切る選択肢に直

面している 。Ｈ．チェスブローが提唱するビジネスモデルのオープン化とは，戦術面で

の変化を指すのではなく，企業パラダイムの抜本的な変革と結合しており，マイクロソフ

トのソースコードの部分的なオープン化は，学習的な手法の導入に留まるとすればその効

果には自ずと限界があるだろう。

技術標準の規格化をめぐる企業間競争では，主要な消費者コミュニティの動向の影響を

優先的に評価し受容するという意味において，企業のビジネスモデルのオープン化の能力

が機能し評価されるようになってきている 。それは地球規模での環境技術の標準規格化

及びプラットフォームの形成のための正当性の創造戦略，及び，政府の知的財産権戦略に

も強く関連してくると考えられる。

一方において企業のビジネスモデルのオープン化のための統治構造の変革と正当性に関

する問題は，オープンイノベーション論における次の協議課題になっていく可能性が高い。

現実のグローバル経済においては，社会基盤の普及と実現が前提となってイノベーション
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が可能になり，消費者による民主化も促進されるというマクロの決定的な傾向が現れてき

ているからである。

Ⅳ. むすびにかえて

オープンイノベーションの統治構造の変革に対して確立した大規模企業がいかにして関

与していくか，そこでの信頼や評判をいかにして形成するかが，主要なプレーヤーとして

の大規模な確立した多国籍企業の経営におけるデリケートな課題であり，多様な産業の多

国籍企業でのオープンビジネスモデルという視点は重要なものになるだろう。しかしなが

らこの問題については，Open Business Models-How to Thrive in the New Innovation
 

Landscape-(2006)ではクローズアップされていない。

この点においてOpen Innovation-Researching a New Paradigm-(2006)の編著者の一

人であり欧州でのオープンイノベーション研究の主要メンバーであるＷ．ヴァナヴェルベ

クによる研究は，注目に値する。彼は，多国籍企業を始め国際的な展開をする企業間での

ビジネスモデルのオープン化に課題を設定しており，地球規模での産業集積，大学などの

知識センターとの関係においてオープンイノベーションの統治及び統合化のモードに関す

る研究を進めている 。Ｗ．ヴァナヴェルベクの研究では，地球規模での知識集積間のプ

ラットフォームの開発とパートナーシップに関する理論構築が試みられており，オープン

イノベーション戦略における正当性の獲得についても重要な示唆を提供していると思われ

る。また彼の研究ではアグリバイオ技術の企業など広義の社会的な企業（social  enter-

prise）に関するビジネスモデルのオープン化に関して詳細な検証がされている 。

欧州でのオープンイノベーション論の研究展開は，伝統的な多国籍企業でのビジネスモ

デルのオープン化の動きに関する知識集積の試みの中に見ることができる。多国籍企業の

伝統並びに歴史は，欧州企業において優位性があり研究基盤も強力であり，ビジネスモデ

ルのオープン化に関わる統治構造の形成は，主要な欧州のビジネスが主導していく可能性

がある。また世界的な標準規格の形成など社会的協議の制度が，欧州をセンターとする傾

向が強まっていく傾向がある。このような中でオープンイノベーションの研究拠点である

オープンイノベーション.EU は，多国籍企業でのビジネスモデルのオープン化のノウハ

ウ蓄積の場を提供している。実務家からの要請が理論形成を促す一方，現実の実態の進行

が先行する研究であり，理論の精緻化は個別の専門領域との分業により後から着いてくる

状況にあるが，主要なビジネススクールの間で連携しながら急速な発展を遂げている。

Ｈ．チェスブローによる研究アプローチの特徴は，このようにオープンソース型の思想

に基づいて研究者のコミュニティを主導していくというものである。Open Innovation -
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Researching a New Paradigm-(2006)の書籍そのものもウェブ上で公開されており，実

務家のコミュニティも引き入れることで知識集積を加速する仕組みを戦略的に活用してい

る。R&D Management 等の学術研究誌とも連携しながら多数のコンファレンスを実施

し，進化を続けている。
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